
資料３ 

 

宇宙活動に関する法制検討ワーキンググループの検討状況について 

 

 宇宙活動に関する法制検討ワーキンググループ（以下「活動法 WG」という。）は、平成

20 年 10 月１日宇宙開発戦略専門調査会決定に基づき設置された。 

 その後、活動法 WG は、宇宙基本法第 35 条の趣旨を踏まえ、民間事業者などによる

将来の宇宙活動の活発化を予め見越した上で、宇宙開発利用に関する条約その他の

国際約束を実施するために必要な民間事業者等に対する国の許可、監督の在り方等

を規定する法制（宇宙活動法）などについて、有識者や関係事業者等の構成員に関係

府省も交え鋭意検討を行っているところである。 

 

１．宇宙活動法ＷＧの検討状況 

(1) これまでの検討状況 

第１回(H20.11.19) 当面の検討課題、検討スケジュール等を議論 

第２回(H21.1.26)  法の適用対象、宇宙物体登録、産業界の要望を議論 

第３回(H21.3.12)  国の許可、監督について議論 

(2) 今後の検討予定 

第４回(H21.5 予定) 損害責任、救助返還、産業振興について議論予定 

第５回(H21 夏予定) 検討状況を取りまとめ専門調査会に報告予定 

２．主な論点 

(1) 宇宙活動に対する国の許可、監督の在り方【第３回検討】 

・デブリ低減など宇宙活動を巡る規範形成に向けた最新国際動向の反映 

・民間事業者の国際競争力や中小事業者の参入に配慮した制度設計 

・国の打上げ安全確保に対する監督の態様 

(2) 宇宙活動に関する損害賠償責任【第４回検討予定】 

・打上げ事業者の損害賠償責任の内容と国の関わり方 

(3) その他国際約束実施のために必要な事項以外の論点【第４回検討予定】 

・宇宙機器産業の振興のための新たな法制の要否 

・測位、リモートセンシング等に関する法制整備の要否 

・宇宙活動に関係する現行の諸規制の緩和 

・現行の諸規制に係るワンストップサービスの創設 
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